
平成18年度（対17年度実績） 作 成 日事　務　事　業　評　価　表 年 月 日平成 18 7 13

部局名 安全環境部 所属名 環境保全課 所属長名 鶴岡　菊男 電 話 483-1151 内線：3210

1．事務事業の位置付け・概要（ＰＬＡＮ）

コード 3681 事務事業名称 水・地質環境対策事業 短縮コード 経常 臨時3681 3682

予算区分 会計 01 一般会計 款 04 衛生費 01 保健衛生費 目 04 公害対策費

区 分
自治事務

その他

法定受託事務
根拠法令等

水質汚濁防止法、土壌汚染対策法、千葉県地下水汚染防止対策指導要綱、八千代市環境基本条例、
八千代市公害防止条例

事業概要（事務事業を開始したきっかけを含めて記入）

１９６０年代後半、事業場や人口が都市に集中したため、水環境の汚濁が都市部分で問題となった。それにともない、１９７０年に公共用水域の環境調査を開始した。
その後、公害対策基本法の施行など、公害対策の重要性が市の施策の中にも反映され、八千代市公害対策条例の施行や環境（当時は公害）に関する事務を専門に取り扱
う部署の設立など、水環境の調査に止まらず、事業所に対する指導など本事務事業が積極的に展開されることになった。さらに、１９８０年代後半には、地下水汚染や
新しい化学物資の汚染問題が全国的に顕在化していることが確認された。当市でも地下水汚染や化学物質の汚染状況を把握する事業を実施し、揮発性有機物による地下
水汚染を確認し、次代に豊かな水・地質環境を引き継ぐため、環境調査とともに、対策事業を実施している。

２．事務事業の目的・指標・実績（ＤＯ）

①公共用水域環境監視事業：河川等水質調査、河川水のダイオキシン類及び環境ホルモン調査
　河川水の水質分析を分析機関に委託し、公共用水域の水質環境の汚濁状態及び化学物質による汚染状況を把握し、環境基準等との比較解析をす
る。
②地質環境監視事業：地下水調査及び土壌中のダイオキシン類調査
　すでに地下水汚染が確認されている地区についてモニタリング調査を実施するとともに、ダイオキシン類による土壌汚染状況を把握する。

事業所及び水・地質環境

①公共用水域環境監視事業：河川等水質調査及び環境ホルモン調査
　河川水の水質分析を分析機関に委託し、公共用水域の水質環境の汚濁状態及び化学物質による汚染状況を把握し、環境基準等との比較解析をし
た。
②地質環境監視事業：地下水調査及び土壌調査
　井戸水及び土壌の分析を分析機関に委託し、揮発性有機化合物及び重金属等について、地質環境の状態を把握し、環境基準等との比較解析をし

①公共水域環境監視事業：公共水域が環境基準等を満足しているかを把握する。
②地質環境監視事業：地下水汚染及び土壌汚染状況を把握する。
③公害防止対策事業：事業所の排水による公共用水域の汚濁を防止する。地質汚染地区について、環境基準を満足できる状態に復元する。また地

地質汚染による人の健康被害を未然に防止するとともに、水地質関係の生活環境を保全する。もって、豊かな資源として地下水や水・地質環境を
恵ある資産として将来の世代に引き継ぐ。

対象
（誰を何を対象にし
ているのか）

手段
（具体的な事務事業
のやり方、手順、詳
細）

意図
（何を狙っているの
か）

結果
（どんな結果に結び
つけるのか）

区  分

事務事業を取り巻く状況の変化　又、今後の変化の推測 ５本の柱（章）

大項目（節）

中　項　目

小項目（施策）

細　項　目

実 施 計 画 の 
計 画 事 業

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

対象指標

活動指標

成果指標

上位成果指標

○公共用水域：汚濁が進んでいた桑納川、高津川では良化傾向が見られ
るが、比較的汚濁が少なかった神崎川、新川では横ばい状態である。ま
た、事業系や生活系の印旛沼に対する汚濁負荷は低下しているので、こ
うした傾向は続くものと思われる。
○地下水：現在本格的に汚染対策を講じている地区については、時間は
要するものの復旧に向かっている。機構解明調査中の地区については早
急なる対策が必要である。環境基準項目が増加する方向にあり、これに
対応すべく調査を継続する必要がある。
○土壌：１５年に土壌汚染対策法が施行され、土壌汚染調査が民間レベ
ルでも進められている。これにともない、新たな汚染が確認され、事業
の重要性が増してきている。
○新しい化学物質による汚染：現在調査活動が開始したばかりで汚染は
確認されてはいないが、さらに調査活動を進めた後、判断をする必要が
ある。

総
合
計
画
の
施
策
体
系

計画事業の位置付けの有無 計 画 事 業 期 間 平成11年4月 平成20年3月～ 計 画 事 業 費

１６年度 １７年度 １８年度

実績 計画 実績 計画
単位

項

03

03

01

01

01

03

6 6 6 6

17 17 19 19

186 186 185 185

15 15 15 15

9 7 11 11

53 33 29 43

66.6 66.6 73.3 73.3

1 1 2 2

9 0 1 0

地区数

水系

地点

事業所

地区数

事業所

％

地区数

事業所

安全・環境共生都市をめざして

環境･衛生

環境との共生

 

環境汚染の防止と対策

 

環境監視体制の強化

公害防止対策の充実

公共用水域の数

地質環境超過地区

特定施設設置事業所及び対象物質使用事業所

公共用水域調査地点

地質調査対策地区

事業所立入調査指導数

公共用水域環境基準の達成率

地質汚染回復地区

基準超過事業所に対する指導

※平成18年度に計画していること:

※平成17年度に実際に行ったこと:

千円



１６年度 １７年度 １８年度

実績 計画 実績 計画
単位

国

県

地方債

一般財源

その他

財源内訳

千円

千円

千円

千円

千円

主な事業費の内訳

千円

千円ト ー タ ル コ ス ト (A)＋(B)

人件費(B)

.ゴルフ場使用農薬水質調査…
798千円
2.公共用水域水質監視及び事業
所排水監視…2,153千円
3一般井戸水質調査…435千円
4.観測井戸水質調査…1,096千
円
5.浄化施設維持管理等…1,050

1.ゴルフ場使用農薬水質調査
…0円
2.公共用水域水質監視…
1,174千円
3一般井戸水質調査…0円
4.観測井戸水質調査…350千
円
5.浄化施設維持管理等…407

1..公共用水域水質監視…1,005
千円
2.環境ホルモン調査…785千円
3.一般井戸水質調査…1,523千
円
4.観測井戸水質調査…348千円
5.井戸諸元調査…1,435千円
6.汚染機構解明調査…3,140千

1..公共用水域水質監視及び
事業所排水監視…2,709千円
2.環境ホルモン調査…785千
円
3.観測井戸水質調査…600千
円
4.井戸諸元調査…798千円
5.汚染機構解明調査…28,034

事
業
費

評価
類型

３．事務事業の評価(ＳＥＥ)

評価事項 評価区分 理　　　　　由

結び付いている

結び付くが見直しの余地がある

結びつきが弱い・ない

評価対象外事項

達成している

達成していない

評価対象外事項

可能性はある

可能性はない

評価対象外事項

現状のままでよい

見直す必要がある

評価対象外事項

有効性向上の可能性がある

効率性向上の可能性がある

両方可能性がある

可能性がない

民間委託等

臨時的任用職員等の活用

ＩＴ化等業務プロセスの見直し

受益者負担の見直し

類似事業との統合・役割見直し

上記以外の方法

ある

ない

類似
事務
事業
名称

１

２

①事業目的が上位の施策に結びつ
いているか？

②すでに所期目的を達成している
か？

※「達成している」を選んだ場合、⑥
に進んでください。

③民営化で目的を達成できるか？

※民営化・・・事務事業の全部又は一
部の実施主体を全面的に民間事業者等
に移行すること。

（民間委託は、権限に属する事務事業
等を委託することで、民営化とは異な
る。）

④「対象」・「意図」の設定は現
状のままで良いか？

⑤今後、有効性や効率性を向上さ
せる可能性はあるか？
　可能性がある場合は、⑤－２，
３を記入する。
　可能性がない場合は、理由を記
入する。

⑤－２

　有効性や効率性を向上さ
せる手段は何か？
　該当する手段を選択し、
具体的な方法と得られる効
果を記入する。手段が｢類似
事業との統合・役割見直し｣
である場合は、該当する類
似事業を記入する。

⑤－３
　推進にあたっての課題はあ
るか？(一時的な経費増・市
民の理解等）

(A)

実施主体

実施主体

(所管部署)

(所管部署)

コード 事務事業名称 所属名

目
的
妥
当
性

有
効
性
・
効
率
性

0 0 0 0

7,107 70 3,222 4,184

0 0 0 0

30,150 6,010 10,441 76,671

0 0 0 21,157

コード 事務事業名称 水・地質環境対策事業 所属名 環境保全課

42,075.1 41,892.6 41,892.6 41,892.6

79,332.1 47,972.6 55,555.6 143,904.6

公共用水域の汚濁が緩やかながら改善の傾向を示しているとともに、４つ地質汚染地区で回復
に向かっている。

公共用水域の汚濁状況は、一時の悪化方向は脱し横ばい状況にあるが、環境基準は達成されて
いない。また新たな化学物質による汚染も懸念され、監視事業の重要性は増している。地質環
境については、土壌汚染対策法が施行されたことにより、各地で調査事業が実施され、新たな
汚染が確認されている。こうした中、地下水汚染の問題も頻発し、地質環境調査の重要性は増
している。また、すでに地下水汚染が確認されている地区で浄化対策事業を拡充する必要性が
ある。

経費の中心は調査分析事業であり、この部分は委託している。委託以外の事務内容は、調査結
果に基づく事業所に対する指導及び協力依頼、市民への結果報告や飲用指導などであり、これ
については公務とすべき。

公共用水域について、環境基準を恒常的にクリアしている状態ではなく、また化学物質による
汚染も懸念されているため。地質環境については、汚染地区が増加しているため。

予算の増加、研修の充実、若手職員の配属。これによって、複雑多岐化する水・地質環境業務
に対して、必要な調査対策事業が実施できるとともに、職員の能力開発と技術の伝承が可能と
なる。

研修制度の未整備、財源不足、若手技師の配置人数

3681



改革・改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止

休止

現状のまま継続

改革改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止

休止

現状のまま継続

⑥この事務事業の今後の方向性を選
択し、その詳細について右欄に記入
する。

⑦この事務事業の今後の経費・成果
の方向性について選択し、右欄に理
由を記載する。

今
後
の
方
向
性

この事務事業に対する市民や議会の意見（担当者が把握している意見）
※内部サービス業務の場合は、住民ではなく、サービス利用者、関連部門の意見や実態など

所
属
長
コ
メ
ン
ト

評
価
調
整
委
員
会
意
見

向　上

不　変

低　下

削　減 不　変 増　加

成
　
果

経　　費

コード 事務事業名称 所属名コード 3681 事務事業名称 水・地質環境対策事業 所属名 環境保全課

土壌汚染対策法の施行や監視物質を含め規制物質の増加などにより、地下水汚染地区や土壌
環境基準超過地区が増えているとともに、公共用水域の監視の重要性が増している。したが
って、本事業を継続しつつ拡大する必要がある。

規制物質、地下水汚染地区及び土壌環境基準超過地区の増加にともない、水･
地質環境の監視及び対策に係る必要な事業が増大し、これらを実施すること
によって費用は増大するが、次世代に良好な水･地質環境を引き継ぐという成
果も増大する。

○米本鳥が谷津の湧水汚染については、議会でも質問が出され、対策を約束している。
○緑が丘５丁目周辺地区地下水汚染では、住民から土壌汚染の実態調査を実施することと土壌汚染が確認された場合には、対策を講ずるように要請されている。
○吉橋内野北地区、八千代台西地区、大和田新田向山地区では、現実に汚染原因者（見込みを含め）はその道義的責任を認め、行政と協力して対策を講じている。
○地下水汚染や土壌汚染に対する関心は高く、とりわけ鋳物砂埋立地周辺の地質汚染問題では２回の住民説明会を開催している。

本市は、首都３０キロメートル圏という地理的条件及び戦後の高度経済成長期に３つの工業団地とその周辺の中小の事業所を受け入れ、現在、操業している。一方、
市街化も同様に進展している。しかし、事業所から排出される有害物質等の土壌・地下水への汚染、さらには一般家庭から排水される生活排水等の公共用水域への汚
染が近年、顕在化してきている。このようななか、水・地質の汚染の実体と調査及び対策は、市民の健康を考えるうえで最優先課題として位置づけ、今後もさらなる
強化を図っていく必要がある。

・経費を上げずに成果の向上を検討すべき。
・課題について検討を深める必要があると考える。


